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耐震評価上の補足事項について 

【公開版】 

・本資料は，類型化分類及び分類ごとの説明内容の見直しに伴い，１０

月５日のヒアリングで提示した，分類ごとの説明の考え方及び今後の

進め方について示すものである。

・本資料では，第 1回申請設備が該当する（6）支持構造設備（FEM）に

対する説明方法を示しており，詳細な内容については検討の段階であ

るため，ヒアリング結果等を反映した最終版として次回提出する。
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1. 概要 

本資料は，再処理施設及びMOX燃料加工施設(以下「当社施設」という。)

に対する第１回設工認申請における添付書類に示す分類について，各分類に

対する評価条件の設定や計算式の設定根拠等，耐震評価上の補足事項につい

て示すものである。なお，配管系の分類のうち標準支持間隔法を用いている

配管系については，補足説明資料「耐震機電16 配管系の評価手法（定ピッ

チスパン表）について」で示すため，本資料の説明対象からは除外し，配管

多質点系はりモデルについては後次回申請対象であるため，後次回申請時に

示す。 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ－１－１－10 機器の耐震支持方針」 

・再処理施設  添付書類「Ⅳ－１－２－１ 機器の耐震性に関する計算書 

作成の基本方針」 

 

本資料は第２回申請以降の再処理施設及びMOX燃料加工施設に対しても適

用し，廃棄物管理施設については別途整理するものとする。 
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2.  評価手法に応じた分類ごとの特徴 

耐震評価上の補足事項として，基本方針に示している評価手法に対し，分

類ごとの特徴を踏まえた対応として評価目的や計算式の設定根拠を示すた

め，ここでは各分類の特徴について示す。 

 

(1)   容器類 

容器類については，液等の内包物を保有する容器本体と容器本体を支持

する支持構造物により構成する設備であり，容器本体が形状を維持するこ

と及び支持構造物の支持機能を維持することを目的に構造強度評価を行う。 

容器類の設備形状としては，重心位置を定めることができるものであり，

支持部と重心位置の関係から JEAG 及び機械工学便覧に示される定型化さ

れた計算式を基に設定している。 

 

(2)   支持構造設備 

 支持構造設備については，支持構造物により設備の全体系を構成する設

備であり，支持構造物の支持機能を維持することを目的に構造強度評価を

行う。 

支持構造設備は設備の形状に応じた計算式として，機械工学便覧の式を

根拠とし，構造に応じた定型化された計算式を設定している。 

 

(3)   ポンプ類 

 ポンプ類については，(1)，(2)と同様に構造強度評価を行い，これに加

えて，地震時又は地震後に動的機能を維持できることの確認として，機能

維持を確認した加速度以下であること又は解析等により動的機能維持評価

を行う。 

 

(4)   盤類 

 盤類については，(1)，(2)と同様に構造強度評価を行う。加えて，地震

時又は地震後に電気的機能を維持できることの確認として，機能維持を確

認した加速度以下であること又は解析等により電気的機能維持評価を行う。 

 

(5)   容器類（FEM） 

FEM 解析を行う容器類については，（1）の容器類と同様ではあるが，構

造が複雑な設備に対する評価手法として,設備の振動特性を表現するため

に FEM 等を用いた解析を行う。 

 

(6)   支持構造設備（FEM） 

FEM 解析を行う支持構造物の評価については，（2）の支持構造設備と同

様ではあるが，構造が複雑な設備に対する評価手法として,設備の振動特

性を表現するために FEM 等を用いた解析を行う。 

 

(7)   クレーン類 

FEM 解析を行うクレーン類については，（6）と同様であるが，本体がレ

ール上を移動する移動式設備であり，複雑な設備の振動特性を表現するた
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め，に FEM 等を用いた解析を行う。また，（6）の評価に加えて転倒・落

下を防止する部材の健全性に対する確認を目的とした評価として支持部の

形状を考慮した計算式を設定している。 

 

（８）  配管多質点系はりモデル 

配管多質点系はりモデルについては，機器の分類である（1）～（7）と

は別の基本方針を設定しており，配管に対する計算式として JEAG の計算

式を基に設定している。 

 

これらの特徴に応じた各分類の計算式及び評価条件等については，計算式

の設定根拠や評価条件等の設定の考え方が分類ごとに異なるため，これらの

違いについて説明を行う。説明内容について次項に示す。 

 

3. 計算式及び評価条件等の設定について 

各分類に属する設備の耐震評価において適用する計算式の設定根拠及び評

価条件等設定の考え方を以下に示す。 

 

3.1 計算式の設定根拠について 

各分類の評価に適用する計算式は，添付書類「Ⅳ－１－２－１ 機器の耐

震性に関する計算書作成の基本方針」及び添付書類「Ⅳ－１－２－２ 配管

系の耐震性に関する計算書作成の基本方針」（後次回申請対象）で設定し

ている。 

各計算式については，2.項に示す設備の支持方法や構造の違い，要求さ

れる機能維持評価に応じてJEAG及び材料力学の計算式を参考に設定してい

る。 

これらの計算式設定根拠について，根拠となる出典元の違いに応じた説

明方法として以下の内容を示す。 

＜機械工学便覧による式を用いるもの＞ 

・計算式の根拠書 

＜JEAGの計算式を参考としているもの＞ 

・JEAG式と各設備の構造上の特徴に応じて設定した計算式との差分に対

する比較表 

 

分類ごとの説明方法を添付－１～８に示す。 

 

3.2 評価条件等の設定の考え方について 

各設備の耐震評価においては，基本方針に基づき考慮すべき荷重，減衰定数

等の評価条件を設定している。これら基本方針に基づき評価を行っているもの

のほか，各基本方針よりも保守的に評価条件を設定している設備等があるた

め，各評価条件に対する考え方について補足説明を行う。 

なお，評価条件に対する考え方については，分類ごとに異なるため，該当す

る分類ごとに補足説明が必要となる内容を別紙に示す。 

以上 
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添付－６ 

 

(6) 支持構造設備(FEM)の説明方法

・本資料は，分類ごとに適用する計算式の設定根拠となる出典元の違いに

応じた説明方法の一例として(6) 支持構造設備（FEM）に対する説明方法

について示すものである。 

・本分類における内容を含めた表紙や目次の構成については，本分類以外

の分類に対する説明方法やヒアリング結果等を踏まえて反映したものを

最終版として次回提出する。 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（1/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (6)支持構造設備(FEM)の計算式の出展について，本体が型鋼などの

支持構造物で構成された「別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計

算書作成の基本方針」を代表として示す。 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（2/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本設備に適用する各計算式については，機械工学便覧及び鋼構造設

計基準等に示されている計算式を基に設定しており，各計算式に対

する根拠について説明を行う。 

・FEM の計算方法を示す別紙２は，下記に示す目次の内容で構成され

ている。このうち，計算式は 3.2.4 計算方法の(3.2.4.2-1)式から

(3.2.4.2-6)式に応力計算式が示されることから，本項目の記載を

抜粋した上で計算式の出典を示す。 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（3/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学の引張・圧縮

荷重が部材に作用する場合の計算式を適用している。 

ｔσ：水平及び鉛直方向地震による引張応力 

 ｔ
ｔ

Ｆ
σ

Ａ
 

ここで， ｔＦ  ：部材に作用する引張力 

Ａ ：部材の断面積 

cσ：水平及び鉛直方向地震による圧縮応力 

c
c 

Ｆ
σ

Ａ
 

ここで， cＦ  ：部材に作用する圧縮力 

Ａ ：部材の断面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（4/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学のせん断荷重

による応力の計算式を適用している。 

τ：水平及び鉛直方向地震によるせん断応力 


ｓ

Ｑ
τ

Ａ
 

ここで， Ｑ：部材に作用するせん断荷重 

ｓＡ ：部材のせん断断面積 

計算方法の引用元となる機械工学便覧の式は下記式である。 


3Ｆ

τ
2Ａ

 

ここで，ＱはＦと同じであり， ｓＡ は上式における
2
Ａ

3
に当たることか

ら，記号は異なるが算出式は同じである。 

 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（5/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学の曲げモーメ

ントによる応力の計算式を適用している。 

ｂσ：水平及び鉛直方向地震による曲げ応力 

ｂ

Ｍ
σ

Ｚ
 

ここで， Ｍ：部材に作用するモーメント 

Ｚ：部材の断面積 

 

 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（6/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，鋼構造設計基準に示されている圧縮と曲げの組合せ

応力の計算式を適用している。 

圧縮と曲げの組合せ 

ｃ ｂ

ｃ ｂ

σ σ
＋ 　≦　1.0

1.5ｆ 1.5ｆ
  

ここで， 

cσ：水平及び鉛直方向地震による圧縮応力 

ｂσ：水平及び鉛直方向地震による曲げ応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼構造設計規準－許容応力度設計法－ 抜粋 
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FEM 等を用いた応力解析による評価に用いる計算式の適用性及び出典（(6)支持構造設備(FEM)） 

添付－６（7/7） 

 

別紙(6)-2-1 冷却塔の耐震性に関する計算書作成の基本方針 機械工学便覧及び鋼構造設計基準等 

 左記の計算式は，鋼構造設計基準に示されている引張と曲げの組合せ

応力の計算式を適用している。 

引張と曲げの組合せ 

ｔ ｂ

ｔ

σ＋σ
　≦　1.0

1.5ｆ
  

ここで， 

ｔσ：水平及び鉛直方向地震による引張応力 

ｂσ：水平及び鉛直方向地震による曲げ応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鋼構造設計規準－許容応力度設計法－ 抜粋 
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別紙 
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和４年10月12日　R０

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙-1 （1）容器類の評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

別紙-2 （2）支持構造設備の評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

別紙-3 （3）ポンプ類の評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

別紙-4 （4）盤類の評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

別紙-5 （5）容器類(FEM)の評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

別紙-6 （6）支持構造設備(FEM)の評価条件等の設定の考え方について 10/12 0

別紙-7 （7）クレーン類の評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

別紙-8 （8）配管多質点系はりモデルの評価条件等の設定の考え方について 後次回で示す範囲

耐震機電27　【耐震評価上の補足事項について】

別紙
備考

(1/1) 15



 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

別紙－６ 

 

（6）支持構造設備(FEM)の評価条件等の設定 

の考え方について 

  

・本資料は，分類ごとの特徴を踏まえ，評価条件等の設定

の考え方が異なることから，(6)支持構造設備(FEM)の評

価条件の設定の考え方の一例として第１回設工認申請対

象である安全冷却水B冷却塔を代表に減衰定数の設定の考

え方を示す。 

・本分類における内容を含めた表紙や目次の構成について

は，本分類以外の分類に対する説明方法やヒアリング結

果等を踏まえて反映したものを最終版として次回提出す

る。 
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別紙６－１ 

 

冷却塔に対する補足事項 
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1. 概要 

  屋外に設置されている機器及び構築物は補強等の工事が容易ではないこと

から,従来から可能な範囲で設計余裕を見込んだ評価を行い，機器及び構築物

を設計することとしているため，添付書類「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の

基本方針」（以下，「基本方針」という。）に示す減衰定数よりも保守的な値

を設定し，評価を実施しているものがある。 

本資料では，屋外に設置されている機器及び構築物のうち，安全冷却水B冷

却塔（以下，「冷却塔」という。）に用いる減衰定数の保守性について示すも

のである。 

 

2. 冷却塔の耐震評価に用いる減衰定数について 

  冷却塔に用いる減衰定数については，第2-1図に示すフローのとおり，設計

に保守性を持たせるため，減衰定数 %を設定している。設備の応答低減が必要

となった場合には，減衰定数を設備に応じた値に見直しを行い，再評価を実施

することとしている。その際，基本方針では「対象設備に応じた値の適用を基

本とする」としており，その方針に基づくと冷却塔は第2-2図に示す『ボルト

及びリベット構造物』に該当するため，減衰定数2%まで値の見直しを行い設計

することとする。 

 

3.  減衰定数 ％の保守性の確認について 

  第3-1図に示すとおり，冷却塔の評価に用いる減衰定数 %と設備に応じた減

衰定数2%における応答加速度を比較したところ，応答加速度の周期帯におけ

る変動や応答加速度の逆転などの応答性状に差はなく， %の応答加速度が2%

を包絡していることを確認した上で，保守的な ％を設定している。 

   

 

 

 

 

  

1 
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ボルト及びリベット構造物：2% 

第2-1図 冷却塔の減衰定数設定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2図 基本方針（抜粋）  

冷却塔の減衰定数 

設計上の保守性の 

考慮が可能か 
  

設計上の保守性を考慮し

た減衰の設定 

減衰定数 % 

Yes 

No 

設備に応じた減衰の適用 

減衰定数 2%＊  
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第 3-1図  減 衰 定 数 %と 2%の 応 答 性 状 の ⽐ 較  

基 準 地 震 動 Ss 鉛 直 方 向  
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